
現状現状

ICTの活用状況（学級数10)

・表計算ソフトウェアで枠を作成
・記入は手書き

出席簿

・データベースソフトを活用して作成調査書

・全て手書き、手作業で作成指導要録

・所見のみワープロが６名
・全て手書き・手作業が３名
・すべてコンピュータで作成した教員が１名

通知表

学校経営（概要版）

校 務 の I C T 活 用 に 関 す る 研 究
－中学校における表簿類作成のための校務支援システムの構築と運用－

学校経営（概要版）

校 務 の I C T 活 用 に 関 す る 研 究
－中学校における表簿類作成のための校務支援システムの構築と運用－

課題課題

具体的な施策具体的な施策

群馬県の表簿類作成の効率化・IT化の取組群馬県の表簿類作成の効率化・IT化の取組

１ 原則
指導要録及び出席簿をワープロを用いて作成する
こと（以下「ワープロ化」という。）については、市
町村教育委員会の判断に委ねる。

２ ワープロ化で配慮すべき事項
(1) 指導要録及び出席簿に関する電子データ（以下「電子データ」という。）は、あくまで

作成に当たっての資料であり、印刷したものを原本とすること。また、印刷用紙及
びインクは、法令に定められた保存期間（学校教育法施行規則１５条参照）に耐え
得るものであること。

(2) 電子データについては、破損、消失、誤記などが生じないよう十分な対策を講じるこ
と。 ・・・つづく

H19年２月27日県教育委員会通知「指導要録及び出席簿のワー

プロ化による作成について」

児童生徒データベースの運用第５段階

成績データベースを運用し下記を作成
・通知票（児童生徒へ）
・指導要録
・調査書（高校等へ）

第４段階

指導要録の印字
・プリントアウトを保存
・新年度分を保存・前年度分は廃棄

第３段階

出席簿のディジタル化
・パソコンで作成・集計
・プリントアウトを保存

第２段階

指導要録・出席簿の氏名等の印字第１段階

効率化・ＩＴ化の概要移行段階

ねらいねらい

表簿作成の効率化・IT化計画（当面、第３段階が目標！）

本研究が目
指すところ及
び県内の先
進的な高校

協力校の表簿類作成の課題協力校の表簿類作成の課題

指導要録・出席簿のワープロ化の解禁・推進

各表簿に使用でき、確かなセキュリティ対策がなされたソフトウェアを導入し、それを活用するため
の校内研修や個別支援などの校内支援体制の整備によって、作業時間が短縮するとともに作業の
負担を軽減し表簿類作成の効率化を図る。

各表簿に使用でき、確かなセキュリティ対策がなされたソフトウェアを導入し、それを活用するため
の校内研修や個別支援などの校内支援体制の整備によって、作業時間が短縮するとともに作業の
負担を軽減し表簿類作成の効率化を図る。

Ⅰ 研究の目的と背景

長期研修Ⅰ研修員 吉田 努

作業の負担感

データ管理の不安

協力校の表簿類作成のICT活用状況 （H18）協力校の表簿類作成のICT活用状況 （H18）

通知表通知表通知表 指導要録指導要録指導要録 調査書調査書調査書

点検点検点検 点検点検点検 点検点検点検

生徒データ

手書き

手書き

手書き
教員作成のプ

ログラム

点検点検点検

出席簿出席簿出席簿

補助簿補助簿補助簿 点検点検点検

手書き

転記作業の繰り返し各表簿のデータが連動していない

個人情報保護対策が必要 情報漏洩対策が必要

職員のセキュリティに対する意識の向上が必要

表簿類作成が効率的でない
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群馬県の表簿類
作成の効率化、
IT化の取組状況

置 籍 校 の
ICTの活用
状況

活用・実践①

活用状況の集約

効果測定及び課題の把握

調査内容の検討 項目・対象・方法

校務支援ソフトウェア導入

教
員
の
意
識
の
変
化

研究内容
の決定

表簿類作成のICT活用に関
するアンケート調査①

通知表・指導要録通知表・指導要録

通知表・調査書通知表・調査書

表簿類作成の効率化

調査結果の分析・考察

通知表作成ソフトウェア作
成・活用及び聞き取り調査通知表通知表

運用マニュアル作成

表簿類作成のICT活用に関
するアンケート調査②

活用・実践②

表簿類作成の基本的な考え方表簿類作成の基本的な考え方

表簿類作成の効率化とは？表簿類作成の効率化とは？

生徒への適切な指導を行うために、詳細なデータを元
に客観的に評価する過程を大切にしながら、データの
ディジタル化よる作業の省力化を図ること。
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＝校務支援システム運用の準備校務支援システムの準備と作業校務支援システムの準備と作業

ブラウザを介したデータ入力
教育センターに専用サーバを設置
パスワードや物理アドレスによるアクセス制限
データの暗号化による通信
データのバックアップ

校務支援システムのセキュリティ対策校務支援システムのセキュリティ対策 データ入力及び点検の作業計画データ入力及び点検の作業計画

校務支援ソフトウェア活用のためのデータ準備校務支援ソフトウェア活用のためのデータ準備

②既存データのディジタル化①初期設定データの登録

初期設定データ作成 ＝

（生徒約250名分）

約180分約180分 過年度指導要録データ作成 ＝
（１学級１学年分）

約50分約50分

＊１学級30名として計算

27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
項目 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金

教科の評価・評定

選択の評価・評定

行動の記録

特別活動の記録

総合

所見

１，２年教科の評価・評定

１，２年選択の評価・評定

１，２年行動の記録

１，２年出欠の記録

１，２年総合の記録

３年教科の評価・評定

３年選択教科の評価・評定

選択の観点別学習状況

３年総合の記録

１～３年特別活動の記録

３年行動の記録

３年の出欠の記録

参考となる諸事項等の記録
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エクセルデータに変換済
この辺りは吉田及び㈱エデュコ
ムサポーターさんがほぼ常駐し
ます。土日の対応も可能。

で
き
れ
ば
入
力
完
了

３年生の記述のみ７５字以内で記入

•学期末に集中する作業を計画的に進める！

•職員の共通理解を図る！

入力・点検の
共同作業

印刷・丁合の
共同作業

管理職によ
る点検

校内研修・個
別支援

作成計画

出力データ
の管理

セキュリティ
対策機器

セキュリティ
研修

表簿類

校内支援
体制

校内支援
体制

セキュリ
ティ対策
セキュリ
ティ対策

通知表 指導要録

調査書 出席簿

校務支援システム

校務支援
ソフトウェア
校務支援
ソフトウェア

校務支援システムとは？校務支援システムとは？
校務支援ソフトウェア
セキュリティ対策
校内支援体制

＝

生徒データ

実践の概要実践の概要

研究に関わる校内研修研究に関わる校内研修

ⅰ 校務支援ソフトウェアの概要説明及び基本

操作研修・セキュリティ研修

ⅱ 校務支援ソフトウェアデータ入力研修・表計

算ソフトを利用したデータ入力研修

ⅲ 「行動評定」「特別活動の記録」等入力及び

点検

ⅳ 「教科等の評価評定」等入力及び点検・一覧

表印刷

ユーザIDとパスワー
ドによるユーザ認証
画面とログイン後の
トップ画面

必要な部
分のみを
コピー

一括取り
込み

入力シート

校務支援ソフトウェア

校務支援ソ
フトウェア側
とデータ項
目名を揃え
て直接取込
みも可能

教員が作成した生徒
のディジタルデータ

全職員で分担した点検作業全職員で分担した点検作業

①作成した成績一覧表と成績原簿を照合。

②必ず２人１組（複数）で。

③読み上げと確認作業を分担。

④ミスを見つけたら、すぐに修正。

２人で作業すると、
しっかり点検できる
し、意外に負担も少
ないね！

入力するときに
は分からなかっ
た ミ ス が 見 つ
かった！

Ⅲ 校務支援システムの導入と運用Ⅱ 研究の内容
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協力校 利用利用端末端末
制限制限

ファイアウォール

暗号化暗号化

データの持ち出しデータの持ち出し
制限・バックアップ制限・バックアップ

アクセスアクセス
制限制限
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作業の負担感が減った！

生徒の日々の成長をより多くの視点から記録す
る仕組みが必要！

共同作業のための「運用ルール」が必要！

問い合わせ先 群馬県総合教育センター 担当グループ ： 職業情報研究グループ ０２７０－２６－９２１５

ICT活用前・・・約３６分

ICT活用後・・・約２２分
約1４分の短縮

校務支援システムの運用により効率的に通知表が作
成された。

成果成果

Ⅳ 実践の結果と考察

Ⅴ まとめ

今後の課題今後の課題

校務支援ソフトウェアの導入校務支援ソフトウェアの導入

校務支援システムの運用校務支援システムの運用

どの作業においても負担感が激減した！
特別活動等の記入については、さらに工夫が必要・・・。

d1

d2

d3

b1

b2

b3

c1

c2

c3

e1

e2

e3

思う やや思う あまり思わない 思わない

作業時間が減った！

セキュリティについての意識が高まった！

表簿類作成の効率化の実現！

セキュリティに対する意識セキュリティに対する意識

生徒一人あたりの通知表作成所用時間帯分布の変化生徒一人あたりの通知表作成所用時間帯分布の変化

0 2 4 6 8

～10分

～20分

～30分

～40分

～50分

～60分

ICT活用後 ICT活用前

(人)
４ ６ ８０ ２

通知表作成の作業別負担感の変化通知表作成の作業別負担感の変化

校務支援ソフトウェア導入後の聞き取り調査から・・・

学校への導入実績のある製品版の校務支援ソフト
ウェアは使い勝手がよく、動作も安定！
データ入力後の点検作業の習慣付けが大事・・・。

校務支援ソフトウェアとセキュリティ機器により、デー
タの安全性は確保された。
教員個々のデータの取扱には注意が必要・・・。

○前任校で使用していた教員が作成したソフトウェアと比較
すると、使い勝手がよく、操作に困ることがなかった。

○自分のデータを入力シートに貼り付けるときにミスをしてし
まった・・・。

校務支援ソフトウェア導入後の聞き取り調査から・・・

○校務支援ソフトウェアでは、データがしっかり守られている
が、個々の教員のデータの管理は要注意！

○廃棄する通知表用紙の管理の徹底が必要！

３人 ７人 ２人

５人 ４人

２人

６人

５人

３人

４人 ３人 ２人 1人

10人

４人

１人

１人 １人

３人

７人

２人

ICT活用前

ICT活用後

ICT活用前

ICT活用後

ICT活用前

ICT活用後

ICT活用前

ICT活用後

13人３人

所見の記入

教科等の評価
評定の記入

特別活動等の
記録の記入

出欠席の記入

負担を感じた教員 ICT活用前７人→ ICT活用後０人

負担を感じた教員 ICT活用前10人 → ICT活用後０人

負担を感じた教員 ICT活用前６人 → ICT活用後３人

負担を感じた教員 ICT活用前２人 → ICT活用後０人

＊調査対象
全職員16名

作成に31分以上を要する
教員がいなくなった！

0～10

11～20

41～50

31～40

21～30

51～60

(分)

更に効率的な活用するために同一市町村内で共
通でソフトウェアを使用する！




